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進路多様枝の研究一進路選択の成就と蹉跣の構造分析一（要旨）
学籍番号4170010002千葉勝吾
序章問題の所在と研究方法
一連の教育改革における、高校の学区の撤廃や拡大は公立の名門進学校には優秀な生徒を広い地域
から集める結果をもたらしたが、下位校にとってはその逆の効果をもたらし学力格差は拡大されつつ
ある。
このような下位校は、底辺校と言われていたが、授業などの教育活動が困難であったり、生活指導
上の課題が多かったりするため、教育困難校あるいは教育課題校と呼ばれるようになった。さらにこ
れらの高校では、進路が、進学、就職あるいは無業・フリーターと多様であることから、進路多様
校と研究者に間ではカテゴライズされている。
本来、教育的な理念に基づくならば、学校において進路が多様であることは、一人一人の個性や能
力に応じて自由な進路選択が行われるという意味において肯定され、むしろ推奨されるべきことであ
る。しかし、進路多様校における進路選択の状況は、教育的理念とは乖離したものである。進路多様
校の生徒たちの多くは、自己の進路希望自体を持ち得なかったり、学力や経済力あるいは様々な文化
的な障壁に遭遇したりしながら､希望とは異なった進路選択を余儀なくされるという現実に直面して、
成り行きまかせやあきらめから不本意な進路を選ぶ結果となっていることも少なくない。
本論文では、進路多様校においてこのように教育理念と現実とがアンビバレントな関係性にある状
況について教育社会学的な観点から分析し考察することを目的とする。
進路多様校について教育学的な研究を進める上には、まず、その特有な文化性を把握する必要があ
る。この学校文化研究のﾛ嵩矢となったのはすでに古典ともいうべきイギリスにおけるウイリスの研究
や日本の「トラッキングの研究」のレビューをおこない、意欲をなくし競争から降りる低階層の高校
生について、競争的主体が形成されにくくなったことによる競争それ自体の空洞化、さらには学習行
動がともなわないという意味での空洞化であるとした。
また、古賀(2001)は1990年代に教育困難校（進路多様校とほぼ同意）において長期間の観察を
おこないエスノグラフイーによる研究をおこなっている。このなかで､古賀は1990年代の教育困難校
は、学校の「荒れ」に教員個人や教師集団が臨床的に対応した1980年代から、荒れはおさまってきた
ものの学習に向おうとしない生徒に対して、計画化と組織化が再構築され、新たな対応がなされてい
ると結論づけている。
以上のような代表的な先行研究を踏まえ、本研究ではおもに質的調査の方法を用いて、進路多様校
の進路選択にについて、構造的に分析するものである。
第1章高校教育における進路多様校の位置と状況
ここでは進路多様校についての定義をおこなう。進路多様校という高校のカテゴリー名は、学校教
育の現場ではほとんど使われていない。進路多様校という用語はおもに教育社会学の高校研究の領域
で、「多様な進路希望を持つ生徒が在籍する高校」と定義できる。
これらは、元々、学校の現場で付与された呼称であったが、1984年には文部省は教員配置計画（第
5次教職員改善）において、様々な教育的な問題が山積する「教育困難校」に対して教員の増員配置
を示すなど、公に認められた高校の実態を示す用語となった。
しかし、当時、この定数改善を受けた各都道府県では教育困難校がどこの学校を指すかはほとんど
公開せず、具体的にどこの高校が教育困難校なのか明示されることはなかった。
本論文における調査地域の1つである東京都でも210校あまりの都立高校のどこが進学校でどこ
が教育困難校であるかは内部的にも公開されていない。教育困難校を明示したリストといったものは
公式には作成されてはいないが、教育委員会が定めた教員の定期異動のための異動要綱にある異動促
進校というリストに掲載されている学校などが教育困難校であると学校現場では認識されてきた。
ところが、東京都では2000年以降、この見えざる教育困難校が、教育課題校として可視化された。
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教育課題校とは、教育困難校のことを、不登校やいじめ、問題行動など多くの教育課題をもつ学校と
いうことで言い換えた名称で、教育課題集中校ともいう。2001年に東京都教育委員会は教育課題校検
討委員会、中堅校対策検討委員会を相次いで設置し、翌年には報告耆を作成している。さらに報告に
基づき2002年には教育課題校対策として、普通科2校がエンカレッジスクールの指定を受けて、翌
年からカリキュラムの変更をおこなった｡さらに本論文ではこのような教育課題が多いということを、
学校の一つの特色とするような状況も踏まえながら研究を進めた。
このような進路多様校にはどのような生徒が学んでいるのだろうか。進路多様校の生徒全体に共通
することは以下の三点である。まず、第1には低学力ということである。この低学力を招いた要因は
一様なものではなく、生徒一人一人に個別的な理由や事情が存在する。この個別性は生徒の進路選択
に大きな影響を与えることも少なくない。第2には、進路多様校の生徒の多くは消費社会の浸透を強
く受けているという点があげられる。とくに大都市部ではその傾向が強く、進路多様校の生徒の多く
は学校以外の生活空間が消費社会のなかに相対的に広く存在し、そのなかでアルバイトを行なって稼
ぎ、遊びや洋服やケータイ代など様々な消費をおこなっている。第3には、先に挙げた2点にも関連
するが、学校の価値に対する認識の低さである。進路多様校の生徒の多くは、学習活動、特別活動、
学校行事といった学校の諸活動全般に対する参加の度合いが低く、かつ消極的である。それは、学校
が用意し提供するサービスは自分にとっては不要なものであるようかの振る舞いで、提供者側の教師
と様々な場面でコンフリクトを生じることとなる。
第2章自己を充足させるメカニズムと進路選択
本章で、あきらかにするのは、進路多様校に通う生徒が自己を充足させるために独自に開発した方
策とその結果に生じる進路選択における障害である。進路多様校の生徒たちは、計画的に可能な限り
少ない努力で楽をしながら、成績はオール2の評価であっても卒業して、フリーターも含めたなんら
かの進路実現を果たすという「自己を充足させるメカニズム｣を持つという仮説を立て検証を進めた。
調査は、A商業高校（以下、A商）という関東地方の大都市中心市街部にある1学年定員160名ほ
どの比較的小規模な全日制商業高校を対象として実施した｡A商業高校の偏差値は30台後半で隣接県
を含む地域における最も下位の高校の1校である。中途退学率も高く、2000年から現在まで、入学か
ら卒業までの3年間の間に2害'lから3割程度が中途退学するという状況が続いている。
調査は、生徒および卒業生を対象に観察及び面接調査により実施した。調査から判明したことは以下
の3点である。第1は、質問紙による調査では高校入試において、実際に受験したA商業高校が第1
希望だったと回答するものの、実際のところはA商業高校について十分に考え自分で納得した上での
選択ではなく、ほかに合格が期待できる高校がなく、合格するために、いわゆる入試のランクを下げ
た結果の選択であり「潜在的｣な不本意入学者といえる。しかしながら、「潜在的｣な不本意入学者は、
しかたなくてA商業高校に入学したという意識はあるものの、ではどこの高校に行きたかったわけで
もないので、本来の希望する学校イメージも強固なものではなく、そもそも高校に入学するというこ
と自体に明確な意思を持っていないといえる。
第2には、進路多様校の生徒の学校生活を送る方策の方向性は、消費社会に引き寄せられたものと
なっているものの勉強嫌いで何事にも意欲のない性格的な特性をもつわけではないことがあきらかに
なった｡だが､この代償としての低い成績や多い遅刻欠席の回数は進路決定には不利に作用するので、
結果として、彼/彼女らに困難に満ちた進路選択の道を歩ませる可能性が高くなると考えられる。
第3には、あやふやな進路選択といった事態は、スーパーの発達理論にもとづく進路指導では想定
しにくいことだが、ここで示したA商業高校の事例のように、しっかりとした進路意識や進路選択の
意志のないままに、進路決定に進まざるを得ない場面は、進路多様校には少なくないとうことがわか
った。
また、進路多様校においては、「従来の指導より踏み込んで生徒を取り巻く状況を調整し、より具体的
に進路目標・情報を提示し、本人が選択すれば実現に向けての準備や課題の解決をともにはかる」支
援（コーチング支援）が有効であることがわかった。
2
ー ー
第3章家庭背景と進路選択
今どきの高校生は、親とはかかわりなく自分の好きな進路選択をしているように見えるが、実際は
生徒自身の家庭背景が大きな影響を与えている。A商において、①家族構成､家族関係､②経済状態、
住居・労働状況、③親の価値観子どもへの意識・態度、④子どもの行動、価値観、親への意識・態
度、といった家庭背景の要素の進路選択への影響について検討をおこなった。
調査では、家庭背景がもととなって、学校における進路選択を妨げるダイナミクスについて、再び
事例に基づいて分析をおこなった。
その結果は、家庭の安定度はおもに経済的な面と家族関係によって構成され、とくに家庭の経済状
況は、進路選択において進学希望の実現に対しては、進路選択過程の障害というよりは障壁といえる
ような決定的な障害となることがあきらかになった。
また、経済状況の厳しさは進路多様校の生徒たちに就職へのアスピレーションを与えているかとい
うと、必ずしもそのような方向に作用するわけではない。経済的な状況の厳しい家庭の典型は母子家
庭であるが、その多くは非正規雇用により就労している。従来の知見では、親が不安定な就労状況で
ある場合には、子どもには専門的知識をつけさせるために進学を勧めたり、それが経済的に許されな
いときには、安定的な正規雇用の就職を勧めたりするとされてきた。もちろん、A商業高校でも従来
パターンの親も少なくないが、非正規雇用が全就労者の1／3を占めるような現状においては、非正
規雇用が著しく不利であるという認識はなくなっている。実際、事例では生徒の母親は、離婚後、非
正規雇用のウエイトレスを続けてきて、娘を育て上げたという自負心もあるように思われ、子どもに
もフリーターとして、業務内容が楽なところで時給が高いところがいいと勧めている。
また、家族間が相互に無関心であったり敵対的であったりする場合もある。そのような家庭に対し
て、子どもに期待してよく話し合うことが重要であるとの指摘はほとんど無意味である。このような
家庭背景をもった進路多様校の生徒には、進路選択について学校はほとんど有効な手立てを講ずるこ
とができないことが現状であり、これらの生徒が学校どころではなく不登校や退学、進路未定になる
ことは、学校の手が届く範晴にはない事項であると認識されていることがわかった。
第4章選択支援機関が進める進路分岐メカニズム
A商業高校は、他の商業高校と同様に商業教育をおこなう専門学科の高校としての本来の教育機能
を果たしながら､生徒の進路保障を行なう指導を行なってきた｡そして､1990年代の経済変化の中で、
学業成績に応じて企業に生徒を送り込むという「選抜機関」としての役害'lが機能不全に陥り、近年｢選
択支援機関」としての性格を強く帯びるようになった。このような選択を核とした変化は、選抜機関
としての選抜・配分のあり方を変容させるとも考えられるが、A商業高校では依然として成績がよい
生徒ほど、伝統的な意味において良好な進路形成をするという基本構造が確認されている。生徒個人
の選択を通じつつ、しかし全体的にみれば成績による配分がみられるという矛盾に満ちた仕組みが作
動していると考えられる。
以上の課題を明らかにするために、A商業高校の2003年度卒業の生徒の進路形成について、高校三
年時の「進路カルテ」をもとに議論を行っていく。分析に用いる「進路カルテ」とは、進路指導部が
生徒一人一人の進路希望や進路指導の経過を逐一記載し､指導の状況を管理するためのカード(後にデ
ータベース化)のことである。
学校が提供する指導/支援は､個別具体的にはさまざまなものがあるが､大きくカテゴライズすれば
以下に示すような進路形成のチャンネルとして捉えることができる｡自分がどのような指導/支援を受
けるのかは、生徒と学校組織との関わり方を反映し、生徒が進路形成する際の経路すなわちチャンネ
ルとして機能していると考えられる。A商業高校では、四つのチャンネルが確認された。
具体的には、(A)「コーチング｣実践と呼ばれる、教師がボランタリに課外のプログラムを設けて、
生徒を支援しようとする半オフィシャルな特別な指導体制。(B)A商業高校における基本的な進路形
成チャンネルである「全体指導」の枠組(c)「個別サポート指導」というべき進路形成チャンネル。
(D)「離脱」のチヤンネルーーの4つである。（図1)
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※マイナスの数値は､各カテゴリから進路が確定した人数｡矢印は､カテゴリ間を移動した人数。
「進路カルテ」を分析すると、生徒は、一つのチャンネルに長くとどまっているだけでないことが
明らかになってきた。つねに、学校からの働きかけや個人的な契機によって、さまざまなチャンネル
を移動しながら最終的に進路形成をしているのである。その様は、極めて動態的であると同時に、現
在の進路形成の不安定さを物語っている。
第5章進路指導に乗れない進路多様校の生徒
ここまでに進路多様校における進路指導のシステムと生徒の反応について、教師が認識している生
徒の進路選択過程における障害の影響についてあきらかにするものである。
ここで用いるデータは､苅谷ほかが2001年から2002年にかけて、関東地方の偏差値50以下の中堅校
から進路多様校まで、約20校を対象におこなった調査のデータうち5校分である。
いずれの学校でも生徒の特性として、将来のことを考えない時間展望のあまりない「現状埋没型」
の強い生徒が多いと指摘されていた。一方、努力して学習するという「メリトクラシーに対する親和
性」についても、調査校のすべてにおいて努力しない生徒、あきらめきってしまっている生徒が多い
ことが指摘され、例えばそのことを「ここに来る生徒たちは、自分たちはばかだと思っている。それ
を大きな声で人に話をして、『分からない」と。逆に、それで多分、身を守っているんですけれども、
彼らは。ですから、常に『おまえたちはできない』とか、『そんなことも分からないのか」とかと言わ
れ続けてきて、もうそれで固まっている生徒」(D高校）と表現している。ここにもメリトクラシーか
ら離脱する要因が存在し、そこにからめとられている生徒の姿をみることができる。
現在、多くの高校では進路指導の早期化・統合化が展開され、高校1年時から何らかの取り組みが
なされている。その多くは従来は3年時に集中していた指導内容を早期化するとともに学年担任が進
路部と協力して1年次から計画的に指導する統合化することを内容としている。この進路指導の枠組
みは目標とする進路先は異なるものの､進学校･進路多様校､普通科･専門学科を問わず同様である。
5校のいずれの教師も進路選択と向き合おうとしない生徒の問題は、個人の行動特性と保護者の養
育感や経済力といった家族資源の問題であるとして、つぎのことを結論として導くことができる。第
1に進路多様校においては生徒自身の心的状況が進路意識形成以前の段階であったり、生徒を取り巻
く状況が本人の意志ではどうにもならないような要因が存在している。第2に、にもかかわらず、す
べての生徒が1年時の早い段階から、自己理解→適性把握→進路選択、といった自己決定プロセスに
乗って進路決定することが要求されている。ところが、第3に進路多様校においてはそのことの矛盾
が進路指導に乗れない生徒として表出する。彼／彼女らは個別的な進路指導を受けることになるが、
ここでの指導原則も自己決定が優勢であるために、阻害要因を自己解決できない場合には進路未決定
へ導かれることになる。しかも、第4に、このように教師にとっては、進路未決定者を析出する阻害
要因の影響による進路指導に乗れないメカニズム自体は、その問題性を、家庭的背景といった生徒個
人に属する事情によるものと解釈され、進路選択の際に学校や社会がつくりだし生徒自身の前に立ち
4
）
ー
はだかる阻害要因の存在を可視化することはなく、あくまで学校の手が届かない領域の生徒個人や家
族の個別的な様々な事情によるものとして承認されているのである。
終章自主的進路選択の変容と行方
進学校や中堅校の生徒と、進路多様校の生徒では、もともと高校に入学する意味や価値の認識に乖
離があることによると考えられる。つまり、進学校や中堅校に進む生徒にとっては、高校は進路とい
う次のステップに進むための移行期間であり、その場で準備のための活動や意識形成をおこなうとい
う構えを持つのに対して、進路多様校の生徒はそのような構えはもたずに、第1章で指摘したように
学校が与える課題をなるべく回避して卒業を目指す志向性が高いためである。
そして、これらの生徒に対しては、高校の学習を主体とした従来の社会的機能は極めて大きなもの
となる。具体的には、まず、定められた3年間の就学期間を週5日、毎日6時間学校内で、生徒に嫌
気がささないように処遇しつつ基本的生活習慣を習得させることが基本となる（生活指導の重視)。次
に、遅れている学習の基礎基本を確実なものにし、ある程度の素養やスキルを身につけさせることを
目指す（基礎基本重視の学習)。さらに、目標として学校的に好ましいと思われる進路選択に導くこと
とが目指されている（堅実な進路選択)。
一方、学校側はこの生徒が進路選択におこなう上での数々の障害が構造的なものであるということ
を認識する努力が不足していることがあげられる。5章で指摘しているように、学校側は様々な方法
や機会を設けて生徒の進路選択に向けての支援をおこなっており、それに乗らないのは生徒側の事情
であると見なす傾向が見られるのである。
各章の分析と、前節の検討をもとに進路多様校における進路選択における阻む要因を整理すると次
の、①家族関係要因、②経済的要因、③能力・スキル、学力や他の能力、受験を突破したり受験準備
を遂行するための能力、④文化的要因、⑤情報的要因5つに大別される
上記の要因は相互に関係しあい進路多様校の生徒の進路選択に大きく作用している。なかでも、①
の家族関係要因は影響力が大きいことは、これまでの分析で示された通りである。また、②の経済的
要因についても多くの場合、進路選択を阻害する直接的な原因をなす。
進路多様校については、第2章において指摘したように、うまく切り抜ける方策が横行し、最も少
ない努力による卒業が目指される。つまり、単位を落とさない最低の成績「2｣、欠席も履修規定ぎり
ぎりまで休んで進級するのが最も理想である。
しかし、その彼/彼女らにとっての理想的な生き方は、もっとも低レベルの業績による卒業を目標に
しているので、高校での業績を評価する進路選択には不利となる。本研究では、進路多様校の生徒が
進路選択をおこなう際には、希薄な学校との関係性、低い学力、多い欠席、複雑な家庭環境、乏しい
経済力といった要因が複雑に絡み合い障害を構成することを分析してきた。
ところが、これらの進路選択に障害をもたらす要因は、進路多様校の生徒の多くに共有して存在す
るものなのだが、客観的に見てどんなに障害の度合いが高くても、それらを乗り越えて進路選択をお
こなった生徒もいれば、ほとんど問題がないにもかかわらず卒業時に未定となった生徒もいることが
わかっている。つまり、これらの事実から進路選択を成就させるか、蹉跣に導くかの決定的づけるも
のは、障害自体ではないということがわかる。
現代社会においては、学校内外において若者のキャリア形成に向けての様々な支援策が用意され
ており、希薄な学校との関係性、低い学力、多い欠席、複雑な家庭環境、乏しい経済力といった具体
的な要因を、乗り越え克服していくことは可能である。その方策のひとつとして、第2章と第4章で
は、コーチング支援の取り組みを考察したが、ここでは改めて進路多様校の生徒の進路選択が成就と
蹉跣に分岐するポイントを仮説的に示すことができた。（表2）
準義務化された高校教育のなかで､最も義務的に入学してくる生徒の多い高校が進路多様校である。
この前提に立つならば、進路多様校は高校で学ぶことを望んで入学するという従来の高校としての機
能を果たせばよいということにはならない。むしろ、義務制である中学校のように行かなければなら
なかったから入学してきたという認識で生徒を捉えるべきだと言える。
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表1進路選択における成就と蹉跣
成就のケース 蹉跣のケース
生徒自身が、お店を持ちたいな 生徒自身に将来展望がなく、成り
ど目的意識をもっている。 行きに任せる傾向がある。
親にかわる重要他者の存在が 子どもに無関心か余裕のない親
大きいが、まったく他者を頼らな が多いが､逆に親に甘えて進路選択
い事例もある に失敗する事例もある。
正規就職させたいという親の 親自身が非正規雇用で、子どもに
意向が強い。進学でも親の意向と それでいいと考えている。生徒自身
親の同意に基づく奨学金の確保 がアルバイトから抜けられない
が重要。
低い学力、多い欠席でも受け入 人気の高い職種への無謀なチヤ
れてくれる業界（飲食など） レンジや試験の難しい企業の受験。
への就職。下位大学へのAO、自 一般入試による大学受験
己推薦入試などでの合格。
進路多様校の将来的な展望としては次の三点を指摘したい。第一には、教育改革において、集団教
育・画一教育から個性重視・個別指導の指導の教育へと転換した以上、そのことは進路選択過程にも
あてはまるものである。同じ高校生でも三年間での発達の程度や習得すべき事項の幅が広がる中で、
進路選択だけが三年間で完結するというのは論理的にあり得ないので、進路多様校に卒業時未定者の
害'l合が高くなるのは当然であるとも言える。そこで、進路多様校においては、その進路選択過程にお
いてもそのプロセスは多様であるという前提にたった取り組みが必要であるということである。すで
に第4章で詳細に分析したように、高校の現場では現状に対応するという方法で、進路選択過程の複
数のチャンネルを用意して生徒を処遇している。そのなかでは、従来の全体的な指導に乗るのは入学
者の1／4に過ぎないのであるから、より一層の個別的な支援に努める必要があることはあきらかで
ある。第二に、この個別的支援は、単に生徒に対してのみ実施するのでは、その効果に限界があると
いうことがわかった。生徒を本人に強力な目的意識がある場合を除けば、親あるいはそれにかわる重
要他者と協力して個別的な支援にあたることが必要だということが指摘できる。とくに親が無関心で
あったり子どもの進路選択に拒否的であったりする場合には、保護者の意向で指導から撤退するので
はなく、親子間の調整についてある一定の役割を果たすことも必要であるといえる。第三には、学校
の進路指導の社会福祉的な要素の拡大を指摘したい。第2章と第4章で分析したコーチング指導は、
社会福祉におけるケースワーク的な内容を多く含んでいる。アメリカではスクールソーシャルワーク
という支援の枠組みが、一部に取り入れられているが、進路多様校においてはそのような支援の方法
を学校が積極的に取り入れる必要がある。
進路多様校でも、他の高校と同様に進路指導においては、個性重視という教育的理念のもとで、興
味･関心という「やりたいこと」を中心にしながら、生徒に自由に進路選択させていくことに指導の重
点を置いている。ところが現実としては、生徒が頭髪指導など進路選択にかかわる様々な指導に従い
障害を乗り越えても、基本的には高校生を採用している企業や難易度の低い大学といった限定的な進
路先しか進路多様校の生徒には開かれていない。そのような進路多様校の状況を踏まえ、本論文であ
きらかにしたのは、第一には、進路多様校の意味とそこに入学してくる生徒の意識をエスノグラフィ
ックな手法により分析した上で、第二に、生徒の進路選択をめぐり様々な障害が生成するメカニズム
とそれに対する学校と教師の認識がずれていることを示すとともに障害を乗り越えて進路選択を成就
する生徒と蹉畉に導かれる生徒の分析をおこなった。さらに、第三には、進路多様校における進路選
択が3年次の1年間で学年全体がどのようにダイナッミクな動きをしたかを描きつつ、長期間の事例
観察からその内部過程を示し、「コーチング指導」をはじめとする、生徒が進路選択をおこなう際の障
害を乗り越えることを支援するために学校がおこなっている新たな対応とその効果を検討した。
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